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学生等に対するキャリア・コンサルティングの普及によるジョブ・

 カードの交付促進

ジョブ・カード制度
 
新「全国基本計画」に係る取組

●キャリア・カウンセラー等のジョブ・カード講習の受講促進
及びキャリア教育を担う人材養成等の取組の推進

→

 
大学等のキャリア教育や学生等への就職活動支援において、ジョブ・カードを活用

したキャリア・コンサルティングが円滑に行われるよう、就職相談担当者等のジョブ・
カード講習の受講を促進するべく、学生用ジョブ・カードに関する議論を踏まえ、決定
後すみやかに大学等に対して通知等による働きかけを行うこととしている。
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●大学・専門学校等における職業能力形成に資するプログラム
の開発や提供の促進

→

 
平成２３年度「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業」に

おいて、各成長分野における取組を先導する産学コンソーシアムを組織化し、中核的
専門人材養成のための新たな学習システムの基盤整備を支援し、職業能力形成に
資するプログラムの開発や提供を促進することとしている。１０月現在、本事業の委託
について公募を行っているところ。平成２４年度は、２３年度の取組を踏まえ、職業実
践的な教育の質の向上・保証の仕組みや、社会人等の実践的な職業能力を育成する
効果的な学習体系の構築に向けたカリキュラムの開発・実証や取組の評価等を行う
予定である。（別添２参照）

大学・専門学校等における職業能力形成に資するプログラムの

 開発・提供の促進

●各大学・専門学校等に対する「実践型教育プログラム」等の
モデル事業成果の周知・啓発

→

 
モデル事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」及び「専修学校を

活用した就業能力向上支援事業」については、事業終了後から本年度にかけて、
随時各大学・専修学校等のＨＰや文部科学省ＨＰへ成果等を掲載することにより
周知を図っている。

 
（別添１参照）
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●履修証明制度の改善・充実

→

 
履修証明制度のより一層の活用を図るため、中央教育審議会大学分科会教育

部会において、ジョブ・カードとの連携をはじめ、関係省庁の施策との連携を進める
とともに、自治体や産業界への広報を行うことなどの履修証明制度の活用方策等に
ついて検討を行っている。

＜参考１：中央教育審議会資料（大学分科会大学教育部会（第４回））より抜粋＞
○履修証明制度に関し、自治体・産業界との連携を促進

社会人の多くは、学部教育レベルのものよりも、大学院レベルのものを求めることが多いなど、学習者
のニーズにあわせた教育プログラムを提供することが重要。そうした観点から、学習ニーズの把握や、
受講者の募集、講座内容の実践性向上、修了者の活躍の場の提供に関し、自治体や産業界との連携を
一層進める。
【関連する国の取組】

教育機関における学習成果を職業キャリア形成に活かす観点から「職業能力証明書（ジョブ・カード・コア）」として位置
づけられている。
ジョブ・カードとの連携をはじめ関係省庁の施策との連携を進める。また、こうした取組について、自治体や産業界へも

広報する。
また、企業の採用活動に際し、履修証明の成果を積極的に活用できる方策を促進する。
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＜参考２：履修証明制度とは＞
大学等が主に社会人を対象として、一定のまとまりのある学習を提供し、その成果に対し、履修証明書

 
を交付できることとするもの。学校教育法等の一部改正により平成１９年に制度が創設された。



別添１
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成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進
（平成23年度予算額： 87百万円）

平成24年度要求額： 579百万円

産業・社会構造の変化やグローバル化等が進む中で、かつてない空洞化の危機を克服するとともに、国際競争力の強化など
我が国経済社会の一層の発展を期すためには、 経済発展の先導役となる産業分野等への人材移動を円滑に進めるとともに、

それらの人材が有する専門技術を高めていくことが必要不可欠。
背景背景

産学官産学官

ｺﾝｿｰｼｱﾑｺﾝｿｰｼｱﾑ

大学・専門高校
など教育機関

職業訓練
施設

専門学校 ■ 産学官コンソーシアムによる取組の推進■■ 産学官コンソーシアムによる取組の推進産学官コンソーシアムによる取組の推進
各分野ごとに

産学官コンソーシアムを形成

各分野ごとに
産学官コンソーシアムを形成

各成長分野における取組を先導する産学官コンソーシアムを組織化し、
中核的専門人材養成のための新たな学習システムの実証等を通じた基盤を確立

➤ 各分野ごとのプロジェクトにおいて、モデル・カリキュラム基準
や達成度評価指標の開発・実証、第３者による専門的・実践的
な評価等の実施

■ 各分野におけるプロジェクトの実証■■ 各分野におけるプロジェクトの実証各分野におけるプロジェクトの実証

【推進する分野例】
① 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ
② 食・農林水産
③ 医療・福祉・健康
④ ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ （ﾃﾞｻﾞｲﾝ・ﾌｧｯｼｮﾝ等）

⑤ 観光
⑥ ＩＴ （ｸﾗｳﾄﾞ、ｹﾞｰﾑ・CG等）

⑦ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ専門人材育成
⑧ その他

「新成長戦略」（平成22年6月18日 閣議決定）
・ 主な職業分野に関する教育プログラムの開発 他

「日本再生のための戦略に向けて」（平成23年8月5日 閣議決定）
・ 成長を支える人材の育成・確保のため、産業界と連携し、民間教育訓練機関の創意工夫を

活用した実践的な職業訓練や実践ｷｬﾘｱ・ｱｯﾌﾟ戦略の推進、ｼﾞｮﾌﾞ・ ｶｰﾄﾞ制度の活用などを
図る 等

「知的財産推進計画2011」(平成23年6月3日 知的財産戦略本部決定)
・ （クールジャパン戦略）グローバルに通用する人材基盤形成強化において、専門学校等に

おける実践的な職業能力を育成する学習システムを構築

「新たな情報通信技術戦略」（平成23年8月3日 推進戦略本部決定）
・ 大学・高等専門学校及び専修学校の情報通信技術に関する教育に対する支援

【参考：政府方針等】

業界団体
・企業等

➤ 各産学官コンソーシアムにおいて、今後の課題・方向性等の
検討・とりまとめや、各分野の学習システム構築のためのプロ
ジェクトを評価

○ 成長分野における中核的専門人材の取組を先導する産学官連携体制の整備
○ 各分野における専門的・実践的な教育の質の向上・保証のための取組の課題・

方向性をとりまとめ
○ 社会人等の実践的な職業能力を育成する効果的な学習システムの評価
○ グローバル化に対応した専門的・実践的な教育の相互交流等のあり方を

とりまとめ、国際的に活躍する中核的専門人材養成に活用

別添２
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